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 １．研究・活動のアウトライン

 住宅・建築物における省エネ・省CO2に向けた取り組み
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　世界的な地球温暖化対策の動きの中、1997 年の京都議定書で国内温室効果ガス排出量の削減目標が示さ
れたが、住宅・建築（民生部門）のエネルギー消費に起因する CO2 排出量は増加した。現在も住宅・建築
の排出量は相対的に大きく、パリ協定等で省エネ対策の一層の強化が必要となっている。住宅・建築全体に
おける実効的な省エネ対策を規制・誘導を通じて推進するため、省エネ性能の定量的な総合評価法の開発や、
評価を容易にする計算プログラム実装など、建築物省エネ法策定に繋げ、かつ実効性を高めた研究を以下の
ように実施してきた。
◆住宅全体の省エネ性能の定量的評価に関する研究（2001 年～ 2007 年）

〈背景・課題〉　気候変動枠組条約の京都議定書を背景に、省エネ法（当時）の省エネ基準を強化する流れが
生じた。住宅は、強化された平成 11 年（1999 年）基準でも壁や窓の断熱性しか指標がなくエネルギー消費
量が評価できないため、省エネ性能評価には、まず住宅から取り組む必要があった。

〈研究概要・成果実装〉　住宅の外皮と設備（家電含む）で、住宅全体で居住者の住まい方に応じたエネルギー
消費量の定量的な評価を目的に、2000 年比で 50％削減する省エネ要素技術の設計・評価技術を開発し、一
次エネルギー消費量（J/ 年）算定方法を確立、発電も含む設備の効率化でゼロエネルギー住宅を可能とした。
また地域別の評価法を構築、設計ガイドラインの作成と講習で全国に普及させた。これらの技術資料は平成
21 年（2009 年）に省エネ法の「特定住宅に必要とされる性能の向上に関する住宅事業建築主の判断の基準」
に反映された。
◆非住宅全体の省エネ性能の総合評価に関する研究（2008 年～ 2013 年）

〈背景・課題〉　非住宅（業務用建築）の省エネ基準は、外皮の熱性能は PAL(Perimeter Annual Load)、設
備の省エネ性能は、設備毎に異なる CEC(Coefficient of Energy Consumption) という指標が既にあった。し
かし設備性能の実態とは乖離し、建物用途・室用途も多いため根拠が足りず、省エネ性能の総合評価が困難
であった。

〈研究概要・成果実装〉　既存の様々な建物用途の省エネ性能の全国的な実態データの調査から、総合評価法
のあり方を検討し、最も数が多い事務所について、空調方式と OA 機器の省エネの実態を実測した。また様々
な建物用途・室用途で各設備の実態を把握する調査も補完的に行った。これらの成果は平成 25 年（2013 年）
に省エネ法の「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」に反映
され、技術資料等として、算定・判断の解説書及び設計者が使用し易い Web プログラムの形で整備した。
◆建築物省エネ法に向けた幅広い評価と実効性向上に関する研究（2013 年～ 2018 年）

〈背景・課題〉　パリ協定を通じた更なる省エネ対策の動きとして、建築物省エネ法による規制措置の段階的
義務化や誘導措置のインセンティブ付与等に向け、幅広いレベルに対応し妥当性の高い評価法が必要になった。

〈研究概要・成果実装〉　住宅では、省エネの底上げのため、地域の気候を生かした躯体の工夫で設備をあま
り使わない省エネ性能評価法を開発した。非住宅では、先端的な建物で使用が進む自動制御の評価法を確立
した。これらの成果は、平成 27 年（2015 年）の建築物省エネ法（建築物のエネルギー消費性能向上に関す
る法律）及び平成 28 年（2016 年）の関連省令・告示に反映され、Web プログラムを含む技術資料等を、適
合性判定の届け出や審査、任意評定等に耐える枠組み（モデル建物法、適合性判定マニュアル、完了検査マ
ニュアル、性能表示（BELS）に向けた任意評定ガイドライン等）として整備した。
◆非住宅の外皮（特に開口部廻り）の設計による省エネ評価に関する研究（2017 年～ 2019 年）

〈背景・課題〉　非住宅の更なる省エネ化には、設備機器に係る負荷そのものを削減する必要があり、屋外か
らの影響が大きい建築外皮の開口部廻りを中心とした設計の工夫に対する空調・照明の省エネ評価が求められた。

〈研究概要・成果実装〉　非住宅の開口部廻の工夫で、屋外からの負荷を減らして温熱・光環境を確保し、空
調・照明設備を連携して省エネ性能を向上させる設計法と評価法を構築した。この成果は、今後の調査検討
を加えて、省エネ基準に反映される予定である。
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 ２．主な研究成果

◆住宅全体の省エネ性能の定量的評価に関する研究成果―外皮・設備の統合と実証実験 
・オイルショックを契機とした、昭和 55 年（1980 年）に制定された旧省エネ法の省エネ基準以降、住宅で

は外皮の断熱基準しかなく、エネルギーを消費する設備と統合した省エネ評価を確立する必要があった。
・そこで、総合技術開発プロジェクト「エネルギー自立循環型建築・都市システム技術の開発（略称：自立

循環総プロ）」（2001 年～ 2004 年）において、まず最も住戸数の多い温暖地を対象に、2000 年比で 10 年
後に新築住宅全体のエネルギー消費を 50％削減できる省エネ要素技術の設計・評価技術の開発を行った。
個々の省エネ要素技術の検討に基づき、実大の実験住宅（集合住宅型）の 2 室の一方を「従来型（比較基
準）住戸」、一方を「省エネ型住戸」として、共通の気象条件や設備機器の使い方で住宅内の生活行動を
機械的に再現し、年間でエネルギー消費量等を比較する実証実験を行った。その結果、省エネ要素技術の
積み上げで、従来型住戸に対し省エネ型住戸では、一次エネルギー消費量が 50％削減可能であることが
実証された。これらの成果を基に、簡易に住宅全体の定量的な一次エネルギー消費量及び CO2 排出量を
算出する手法を確立し、実務者向け設計ガイドラインを公開、講習で普及を図った。

・その後、事項立て研究「住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究」（2005 年～ 2007 年）において、
断熱などの外皮や設備機器等の省エネ要素技術の高度化や、性能が向上し普及レベルに至った太陽光発電
の検討を行い、温暖地の住宅で、一次エネルギー消費量の削減率 100％、すなわちゼロエネルギーが可能
となった。さらに、暑い地域や寒い地域の住宅全体の省エネ性能は、前提条件や設備性能が異なることから、
蒸暑・準寒冷地域の研究も実施した。これらの成果で全国的な省エネ評価が可能になり、平成 21 年（2009
年）に、省エネ法の「特定住宅に必要とされる性能の向上に関する住宅事業建築主の判断の基準」の策定
に繋がった。

◆非住宅全体の省エネ性能の総合評価に関する研究成果―建物用途・室用途ごとの実態の反映
・非住宅（業務用建築）の省エネ基準では、各設備で独立した省エネ性能評価法はあったが、省エネ性能や

使用実態の根拠が少なく、実際に建物で消費されるエネルギーと乖離があった。住宅で先行し実現した一
次エネルギー消費量による建物全体の総合評価を、用途が多い非住宅でも確立することが求められた。

・そこで、事項立て研究「業務用建築の省エネルギー性能に係る総合評価手法及び設計法に関する研究」（2008
年～ 2010 年）を実施した。まず、既存の様々な建物用途の省エネ性能の全国的な実態データの調査から、
建物用途別における空調・照明・給湯・昇降機等のエネルギー消費割合等を分析し、非住宅全体の総合評
価法のあり方を検討した。次いで、業務用建築で最も数が多い事務所ビルにおける空調方式のエネルギー
消費の実態、執務環境の情報化で増加した OA 機器の使い方とエネルギー消費の実態について、中央式空
調の複数建物の実測検証や、PC・複合プリンタの使用実態の調査で把握し、非住宅全体の一次エネルギー

図－ 1　住まい方を再現した省エネ効果の実証

表－ 1　エネルギー消費量削減効果の算定表



17520Years’ Experience National Institute for Land and Infrastructure Management国総研20年史 20Years’ Experience National Institute for Land and Infrastructure Management国総研20年史

1.
美
国
土
技
術
政
策
を
支
え
る
研
究
開
発

消費量の総合評価の枠組みと、最も主要な事務所ビルの次エネルギー消費量算定の根拠が得られた。
・上記の事項立て研究の成果をベースとし、事務所以外の病院、学校、物販店舗、集会所等を含む様々な建

物用途・室用途ごとの空調方式・照明制御・給湯・内部発熱等についての建築基準整備促進事業による補
完的な結果を加え、最終的に、時間帯別の使用時間や使用条件に基づき、基準設定と、様々な省エネ技術
を導入した設計に対して年間一次エネルギー消費量を総合評価できる方法を構築した。ある設備のエネル
ギー消費が多くても他の設備との合計で削減することができれば良く、省エネの実態に沿う評価を可能に
するエポックとなった。これらの成果は、平成 25 年（2013 年）に、省エネ法の「エネルギーの使用の合
理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」の解説書作成及び Web プログラム開発支
援に繋がった。

◆建築物省エネ法に向けた幅広い評価法と実効性向上に関する研究成果―規制と誘導に対応
・2020 年を目途に、建築物省エネ法で非住宅

の基準適合性判定の段階的義務化（大規模建
築物から）等の規制措置や性能表示による格
付けが可能なインセンティブ付与等の誘導措
置がなされることとなり、住宅・非住宅の適
合率向上や、省エネ・省 CO2 を促進する設
計者、審査者向けの体制構築が必要になった。

・そこで、事項立て研究「地域の生産技術に対
応した省エネルギー技術の評価手法に関する
研究」（2013 年～ 2015 年）において、戸建
て在来木造の新築着工数の約６割を占める、
地方の中小の大工・工務店（地域の住宅生産
技術に対応した躯体の工夫による省エネ技術
が得意）に向け、縁側の熱的な緩衝空間、日
除けによる日射遮蔽、床下地熱利用など、こ
れまでの省エネ基準で不十分であった省エネ
性能評価法を検討し、省エネの底上げを図る
研究を行った。また、事項立て研究「建築設

図－ 3　非住宅における省エネ性能の総合評価の考え方

図－ 4　住宅緩衝空間の熱性能の評価式

図－ 5　建築物の空調自動制御の省エネ性能評価

図－ 2　事務室の各設備使用条件の例
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備の自動制御によるエネルギー削減効果の評価法
の開発」（2016 年～ 2018 年）において、非住宅
の先端的な建物で使用され始めた空調・照明設備
の自動制御について、標準的な制御、高度な制御
として種類や仕様を分類し、対応する省エネ効果
を調査や実験・シミュレーションで検討して、適
切に評価するための枠組み・手法を開発した。
・これらの成果は、平成 27 年（2015 年）の建築

物省エネ法（建築物のエネルギー消費性能向上
に関する法律）及び平成 28 年（2016 年）の省
令「建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令」・告示「建築物エネルギー消費性能基準
等を定める省令における算出方法等に係る事項
等」「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損
失の防止に関する基準及び一次エネルギー消費量に関する基準」等に反映され、法改正に対応した Web
プログラム及び解説書等（適合性判定に向け簡易に評価できるモデル建物法の整備やマニュアル、完了検
査マニュアル、性能表示制度（BELS）対応の任意評定ガイドラインなど）の作成に繋がった。

◆非住宅の外皮の設計による省エネ評価に関する研究成果―設備への負荷削減と空調・照明の連携
・非住宅の更なる省エネに向けて、外壁・窓・屋根等の外皮設計（ファサード設計）により、設備への負荷

を減らし、室内環境を損なわずに省エネ性能を向上させる設計法・評価法が求められるようになった。
・そこで、事項立て研究「建築物のエネルギー消費性能向上を目指したファサード設計法に関する研究」（2017

年～ 2019 年）において、建物外皮の開口部廻りを中心とした設計の工夫を対象として、時々刻々の光 ･
熱の年間シミュレーション等により、空調 ･ 照明設備への複合的影響を考慮したエネルギー消費性能評価
法を構築した。更に、設計上の配慮事項を含めた、省エネファサード設計のための技術資料を整備した。

・今後、実務者向けの省エネファサード設計ガイドラインとしてとりまとめ、普及を図るとともに、建築基
準整備促進事業による検討を通じた省エネ基準への反映が予定されている。

図－ 6　基準適合性判定に用いられる Web プログラム

図－ 7　ファサードの違いによる照明エネルギー・空調負荷の削減効果 図－ 8　室内光環境への影響
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1）	「住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究｣、国総研研究報告 22 号 2008.2
2）	「低炭素建築物認定基準（平成 24 年 12 月公布）等関係技術資料－一次エネルギー消費量算定プログラム

解説 ( 住宅編）－」、国総研資料 701 号 2012.12
3）	「低炭素建築物認定基準（平成 24 年 12 月公布）等関係技術資料－一次エネルギー消費量算定プログラム

解説 ( 建築物編）－」、国総研資料第 702 号 2012.12
4）	「平成 25 年省エネルギー基準（平成 25 年 1 月公布）等関係技術資料－一次エネルギー消費量算定プログ

ラム解説（住宅編）」、国総研資料 761 号、 2013.11
5）	「平成 25 年省エネルギー基準（平成 25 年 1 月公布）等関係技術資料－一次エネルギー消費量算定プログ

ラム解説（非住宅編）」、国総研資料 762 号、2013.11
6）	「平成 25 年省エネルギー基準（平成 25 年 9 月公布）等関係技術資料－非住宅建築物の外皮性能評価プロ

グラム解説」国総研資料 763 号、2013.11
7）	「平成 25 年省エネルギー基準（平成 25 年 9 月公布）等関係技術資料－主要室入力法による非住宅建築物

の一次エネルギー消費量算定プログラム解説－」国総研資料 764 号、2013.11
8）	「平成 25 年省エネルギー基準（平成 25 年 9 月公布）等関係技術資料－モデル建物法による非住宅建築物

の外皮性能及び一次エネルギー消費量評価プログラム解説－」国総研資料 765 号、2013.11
9）	平成 28 年省エネルギー基準（平成 28 年 1 月公布）関係技術資料　エネルギー消費性能計算プログラム（非

住宅版）解説」国総研資料 973 号、2017.6
10）「平成 28 年省エネルギー基準（平成 28 年 1 月公布）関係技術資料 モデル建物法入力支援ツール解説」

国総研資料 974 号、2017.6
11）「業務用建築の省エネルギー性能に係る総合的評価手法及び設計法に関する研究」、国総研プロジェクト

研究報告 58 号、2017.9　 
12）「空調・換気設備の自動制御システムを対象としたエネルギー消費性能試験法に関する研究」国総研資

料 1081 号、2019.9

　本テーマは、地球温暖化という喫緊の社会的課題に対し、実際に住宅・建築を建てようとする多くの実務
者が広く使用でき、妥当かつ公平な省エネ・省 CO2 評価が可能になるよう、実証的な研究を積み重ね、実効
性の高い成果として社会実装してきた過程といえる。ただし、殆どの研究は新築が主体であった。2050 年
のカーボンニュートラルという目標に向け、膨大な既存住宅・建築物のストックに対し、ライフサイクルや
室内環境による健康性・快適性の視点も含めた改修で、体系として検討してきた省エネ技術を如何に適用し
ていくかが今後の残された大きな課題である。

 ３．関係する報告書・技術資料一覧

 ４．今後の展望


